
 
 

川崎市小規模生活介護事業所整備事業補助金選定委員会設置要綱 
 

 
（目的及び設置）  

第１条 川崎市小規模生活介護事業所整備事業補助金交付要綱（令和３年４月１日３川健

障施第１７７号）に規定する補助金（以下、「補助金」という。）を交付する生活介護事

業所の選定を公正かつ適切に実施するため、健康福祉局に川崎市小規模生活介護事業所

整備事業補助金選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。  
（委員会の組織等）  

第２条 委員会の委員並びに所掌事務は、次のとおりとする。  
委       員  所 掌 事 務 

健康福祉局障害保健福祉部長  
健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課長 
健康福祉局障害保健福祉部障害計画課長 
健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課長 
健康福祉局障害保健福祉部精神保健課長 
健康福祉局障害保健福祉部障害者社会参加・就労支援

課長 
健康福祉局総務部施設課長 

補助金の交付の対象となる生活

介護事業所の選定に関するこ

と。 

２ 前項に定める者（健康福祉局障害保健福祉部長を除く。）が委員会に出席できない場合、

その者が指名する者を代理で出席させることができる。 
（委員長）  

第３条 委員会に委員長を置き、健康福祉局障害保健福祉部長をもって充てる。 
２ 委員長は、会務を総理し、委員会の会議の議長となる。 
３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、健康福祉局障害保健福祉部障

害者施設指導課長がその職務を代理する。 
（会議） 

第４条 委員会は委員長が招集する。  
２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。  
３ 会議の議事は、委員長を除いた委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決すると

ころによる。  
（関係者の出席）  

第５条 委員会は、必要があると認められたときは関係者の出席を求め、その意見又は説

明を聞くことができる。 
（対象の選定及び選定基準） 

第６条 委員会は次に掲げる基準を考慮し、当該年度の予算の範囲内で、補助金の対象と

なる生活介護事業所の選定を行う。 



(１) 設備及び運営は、川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基

準等に関する条例（平成２４年川崎市条例第６９号）に定める基準に適合するものであ

ること。  
(２) 10 年以上継続して運営が確保できることが見込まれること。  
(３) 事業所の選定にあたっては、別表により点数化を行い、優先順位を選定する。ただ

し、合計した点数が基準点（基準評価満点の６０％）に満たない場合は、選定しない。 
（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、障害保健福祉部障害者施設指導課において処理する。  
（補足） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。  
附 則  

この要綱は、平成２９年６月２２日から施行する。 
附 則  

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  
附 則  

 この要綱は、令和６年７月１日から施行する。  



川崎市小規模生活介護事業所整備事業補助金選定委員会設置要綱
別表（第６条関係）

優れている 普通 劣っている

基本方針が適切であること 10 6 2

整備地についての優先順位が高いこと 20 12 4

事業計画が適切であること 20 12 4

特別支援学校等卒業生対策に対する
考え方が適切であること

20 12 4

医療的ケアが必要な方や重症心身障
害者等の受入れに関する考え方が適
切であること

20 12 4

延長支援の実施に関する考え方が適
切であること

20 12 4

施設・設備が適切であること 20 12 4

職員体制が適切であること 20 12 4

収支計画 収支計画が適切であること 10 6 2

団体の運営状況が安定していること 10 6 2

事業実績を有していること 20 12 4

応募団体の取
組について

社会貢献やコンプライアンス等につい
ての取組が適切であること

10 6 2

200 120 40

配点

合計

事業目的の達
成とサービス向
上への取組

応募団体自身
についての評価

評価項目


